貿易一般保険の新保険料体系について

２００３年１１月

日本貿易保険

Ⅰ 総論  

1． 背景と目的

  現行保険料体系は、商品によって複数の計算方法があり、同一商品内でも、各料率テーブルに整合性がなく、体系が複雑になっている他、精緻な保険料算出のために、非常に細かな計算が必要で、事務負担も大きい。結果として、

· 案件相談にあたって、お客様への迅速な保険料呈示ができない。

· 滞貨案件が発生しがち。

· 内変の管理等にかかるお客様の負担大。

· 料率変更が容易に行えない。

· システム負荷が大きい。

などの弊害があった。

  こうした弊害を解消すべく、保険料計算方法や保険料精算方法等にまで踏み込んで体系を簡素化し、お客様及びＮＥＸＩの事務負担軽減を図るもの。

2． 主な改正項目

(1) 保険料計算方法をガイプリ方式（総合料率方式）で統一

  手形保険と投資保険を除く全ての保険商品の保険料計算を、ガイプリ方式（現在、貿一中長期包括で使っている計算方式）で統一。これにより、

· システム負荷を軽減できる他、複数の料率テーブルをいくつかの基準係数に集約することで、将来の料率変更も容易に行うことができるようになる。

· 計算式そのものを簡略化することができるため、保険料の計算が楽になる。

(2) 保険設計の簡略化

  現在、緻密な計算を必要とする案件については、保険設計を可能な限り簡略化し、最低限の計算要素だけで保険料を算出できる仕組みを導入。お客様でも比較的簡単に保険料を算出することができるようになる他、お客様の期日管理等にかかる負担も減らすことができる。

3． 新料率策定にあたっての基本的な考え方

· 今回提示する料率は、保険料収入の総ファンドを現行比イーブンとしている他、国カテ間、バイヤー格付間等のファンド配分も全て現行通りとしている。

· 最終的に新保険料体系に移行するときまでに、ファンド見直しの議論を行い、必要に応じて見直しを行う。

Ⅱ 貿一短期の新保険料体系

1． 新しい保険料の計算方法（→具体的な計算方法は、別添の資料１を参照）

(1) 保険料計算式

	船前保険価額×船前料率＝船前保険料

船後保険価額×船後料率＝船後保険料

          →船前保険料＋船後保険料＝保険料


· 非常と信用は、別々に計算を行うのではなく、総合料率として一本化。

· 現行体系のように、保険金額（＝保険価額×付保率）をベースに保険料を計算するのではなく、保険価額をベースに保険料を算出する。（付保率は、料率算出時に使用。）

(2) 料率（総合料率）算出方法

  下記算出式を使って案件毎に料率を算出する。
（料率の計算結果は、小数点以下第４位を四捨五入し、第３位までを有効とする。）

	＜料率算出式＞船前・船後とも算出式は同じ。

  料率＝（ａＸ＋ｂ）×付保率調整係数×各種調整係数

          基準料率       


1 基準料率（ａＸ＋ｂ）…国カテゴリ及び保険料計算期間に応じて決まる。

○基準係数ａ、ｂ…非常リスクと信用リスクを反映させた係数。国カテゴリによって異なる。

  消費財包括とそれ以外の商品で異なる係数を設定する。（さらに、船前と船後で異なる係数を設定する。）

（※）ガイプリの計算式にある係数ｃ、ｄは、短期の料率計算では使用しない。（係数ｃは、導入そのものを見送り。係数ｄは、係数ａ、ｂに含まれているものとして考える。）

· 設備財包括・企業別包括・個別保険

＜船前係数＞                      ＜船後係数＞

	国カテ
	ａ
	ｂ
	
	国カテ
	ａ
	ｂ

	Ａ
	0.000069
	0.029
	
	Ａ
	0.000434
	0.009

	Ｂ
	0.000123
	0.052
	
	Ｂ
	0.000868
	0.018

	Ｃ
	0.000214
	0.090
	
	Ｃ
	0.001592
	0.033

	Ｄ
	0.000304
	0.128
	
	Ｄ
	0.002317
	0.048

	Ｅ
	0.000378
	0.159
	
	Ｅ
	0.002945
	0.061

	Ｆ
	0.000438
	0.185
	
	Ｆ
	0.003428
	0.071

	Ｇ
	0.000575
	0.243
	
	Ｇ
	0.004538
	0.094

	Ｈ
	0.000753
	0.318
	
	Ｈ
	0.005987
	0.124


（注1） 上記係数は、設備財包括・企業別包括のＡ料率案件に適用する係数とする。Ｂ料率案件（短総・個別保険）や個別保険の場合は、バイヤーサーチャージや商品別係数を使って割増しを行う。

（注2） 上記係数は、船前付保率80％、船後付保率（非常）97.5％（信用）90％のときの係数とする。付保率がこれと異なる場合は、付保率調整係数を使って付保率の調整を行う。

· 消費財包括

＜船前係数＞                      ＜船後係数＞

	国カテ
	ａ
	ｂ
	
	国カテ
	ａ
	ｂ

	Ａ
	0.00097
	0.0006
	
	Ａ
	0.00068
	0.0010

	Ｂ
	0.00179
	0.0011
	
	Ｂ
	0.00170
	0.0024

	Ｃ
	0.00308
	0.0019
	
	Ｃ
	0.00340
	0.0048

	Ｄ
	0.00438
	0.0027
	
	Ｄ
	0.00510
	0.0072

	Ｅ
	0.00537
	0.0033
	
	Ｅ
	0.00645
	0.0091

	Ｆ
	0.00635
	0.0039
	
	Ｆ
	0.00765
	0.0108

	Ｇ
	0.00832
	0.0051
	
	Ｇ
	0.01020
	0.0144

	Ｈ
	0.01110
	0.0068
	
	Ｈ
	0.01360
	0.0192


（注1） 上記係数は、船前・船後とも付保率30％のときの係数とする。付保率がこれと異なる場合は、付保率調整係数を使って付保率の調整を行う。

（注2） 船後係数は、非常リスクのみを反映させた係数。

· Ｘ…保険料計算期間。設備財包括・企業別包括・個別保険と消費財包括で扱いが異なる。

· 設備財包括・企業別包括・個別保険

  １日きざみ。最低保険料計算期間を船前・船後とも30日とする。

      ＜船前＞保険契約締結日～ＬＳ日

      ＜船後＞最長ユーザンス期間

決済が複数あっても、一律、最長ユーザンス期間で保険料を計算する。ただし、次の場合は、別計算をする。

· リテンション（→３．(1)を参照。）

· ｽｹｼﾞｭｰﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ、ﾏｲﾙｽﾄｰﾝﾍﾟｲﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾛｸﾞﾚｽﾍﾟｲﾒﾝﾄ（→３．(2)を参照。）

· 一部保証

（※）at sightは、30日で計算を行う。

（例1） 一覧払（Payment after sight）…30日

（例2） 一覧後定期払（○○days after sight）…○○日＋30日

· 消費財包括

· 現行体系同様、船前・船後とも６ヶ月きざみとする。（当然、最低保険料計算期間は、船前・船後とも６ヶ月となる。）

· 保険料計算期間と実際のＬＳ日やｄｕｅは直接にはリンクしない。すなわち、実際のＬＳ日、ｄｕｅに関わらず、（実際の「船前＋船後」期間が１２ヶ月を超えていない限り）一律、船前６ヶ月、船後６ヶ月を保険料計算期間とする。（現行制度と同じ考え方。）

（※）「船前４ヶ月＋船後１ヶ月」の案件も、「船前８ヶ月＋船後１ヶ月」の案件も、どちらも船前のＸを６ヶ月、船後のＸを６ヶ月として料率を計算する。

2 付保率調整係数

  基準係数は、基準付保率の料率として設定されている。このため、実際の適用付保率が基準付保率と異なる場合には、付保率調整係数により基準料率の調整を行う。

· 設備財包括・企業別包括・個別保険

· 基準付保率
＜船前＞（非常・信用とも）80％  ＜船後＞（非常）97.5％、（信用）90％

· 付保率調整係数

日本機械輸出組合の家電量産品、日本自動車工業会以外

→適用付保率が基準付保率と同じなので、調整不要（付保率調整係数を1.0とする）。

日本機械輸出組合の家電量産品、日本自動車工業会

→適用付保率が基準付保率と異なるので（船前・船後、非常・信用とも50％）、次の数字を使って基準料率を割引く。

＜船前＞0.625（＝0.5÷0.8）

＜船後＞

  ａ）非常・信用ともてん補する場合…国カテゴリに応じて、次の係数を使う。

	国カテ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	Ｇ
	Ｈ

	係数
	0.52692
	0.51966
	0.51667
	0.51538
	0.51496
	0.51453
	0.51410
	0.51389


  ｂ）信用不てん補の場合…0.51282（≒0.5÷0.975）

· 消費財包括

· 基準付保率

＜船前＞（非常・信用とも）30％  ＜船後＞（非常のみ）30％

· 付保率調整係数

· 特殊鋼と魚網は、適用付保率が基準付保率と異なるので、次の数字を使って基準料率を割増しする。 ＜特殊鋼＞「0.4÷0.3」（＝1.333…）  ＜魚網＞「0.6÷0.3」（＝2.0）

· それ以外は、適用付保率が基準付保率と同じなので、調整不要（付保率調整係数を1.0とする。）。

3 各種調整係数

案件に応じて、以下の割増・割引を行う。

· 信用危険不てん補割引
  信用危険を不てん補とする場合に、次の係数を使って、基準料率の一定割合を割引く。

	国カテ
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	Ｇ
	Ｈ

	船前信用不てん補係数
	0.52
	0.74
	0.85
	0.89
	0.91
	0.93
	0.94
	0.96

	船後信用不てん補係数
	0.67
	0.84
	0.91
	0.94
	0.95
	0.96
	0.97
	0.975


（※）設備財包括・企業別包括・個別保険・消費財包括、いずれも同じ係数を使用する。ただし、消費財の船後料率は、非常のみの係数となっているため、割引対象外。

· バイヤーサーチャージ
Ｂ料率案件（短総・個別保険）については、基準料率を割増しする。

· 商品別係数
個別保険の場合、基準料率を割増しする。

· その他割増引

· フルターンキー割増…フルターンキー特約を付す場合に適用する。（船後のみ）

· 共同保険割増…共同保険での引受の場合に適用する。

· 外貨建割増…外貨建特約を付す場合に適用する。（船後のみ）

· リザルト、限度額割増…短総の場合に適用する。（船後のみ）

2． 係数一覧（別添の資料２を参照）

· 設備財包括・企業別包括・個別保険

＜船前係数＞                          ＜船後係数＞

	
	基準係数
	信用危険
不てん補係数
	
	
	基準係数
	信用危険
不てん補係数

	
	ａ
	ｂ
	
	
	
	ａ
	ｂ
	

	Ａ
	0.000069
	0.029
	0.52
	
	Ａ
	0.000434
	0.009
	0.67

	B
	0.000123
	0.052
	0.74
	
	B
	0.000868
	0.018
	0.84

	C
	0.000214
	0.090
	0.85
	
	C
	0.001592
	0.033
	0.91

	D
	0.000304
	0.128
	0.89
	
	D
	0.002317
	0.048
	0.94

	E
	0.000378
	0.159
	0.91
	
	E
	0.002945
	0.061
	0.95

	F
	0.000438
	0.185
	0.93
	
	F
	0.003428
	0.071
	0.96

	G
	0.000575
	0.243
	0.94
	
	G
	0.004538
	0.094
	0.97

	H
	0.000753
	0.318
	0.96
	
	H
	0.005987
	0.124
	0.975


 （注）信用危険不てん補係数は、船前・船後で係数が異なるので注意。

· 消費財包括

  ＜船前係数＞                          ＜船後係数＞

	
	基準係数
	信用危険
不てん補係数
	
	
	基準係数
	信用危険

不てん補係数

	
	ａ
	ｂ
	
	
	
	ａ
	ｂ
	

	Ａ
	0.00097
	0.0006
	0.52
	
	Ａ
	0.00068
	0.0010
	1.00

	B
	0.00179
	0.0011
	0.74
	
	B
	0.00170
	0.0024
	1.00

	C
	0.00308
	0.0019
	0.85
	
	C
	0.00340
	0.0048
	1.00

	D
	0.00438
	0.0027
	0.89
	
	D
	0.00510
	0.0072
	1.00

	E
	0.00537
	0.0033
	0.91
	
	E
	0.00645
	0.0091
	1.00

	F
	0.00635
	0.0039
	0.93
	
	F
	0.00765
	0.0108
	1.00

	G
	0.00832
	0.0051
	0.94
	
	G
	0.01020
	0.0144
	1.00

	H
	0.01110
	0.0068
	0.96
	
	H
	0.01360
	0.0192
	1.00


（注）船後係数は、非常のみの料率として設定されているため、信用危険不てん補割引はない。
    （係数は1.0）

3． 特殊案件の保険料計算

(1) リテンション案件（別添の資料３－２を参照）

リテンション以外の本体部分とリテンション部分の保険料をそれぞれ算出して足し上げる。

1 本体部分の保険料

保険価額×{（ａＸ＋ｂ）×付保率調整係数×各種調整係数}

· 保険価額には、リテンション部分は含めない。

· 保険料計算期間Ｘは、リテンション以外の本体部分のユーザンス期間を使う。

2 リテンション保険料

リテンション保険料用の係数を使って、次の計算式で保険料を算出する。

	リテンション保険料＝リテンション金額×リテンション料率

   ※リテンション料率＝ａＸ＋ｂ


· 係数ａは、本体部分の基準係数ａとは異なる、リテンション専用の係数。
係数ｂは、本体部分と同じ係数を使用。

· Ｘはリテンション期間（0.5年きざみ）

＜機器ポーション＞ＬＳ日～リテンションの最終決済日

＜役務ポーション＞役務提供期間の中間日～リテンションの最終決済日

· リテンションが複数ある場合は、リテンションの合計額、最長のリテンション期間で計算する。（リテンションごとに（ｄｕｅごとに）計算することはしない。）

＜リテンション係数＞（係数ｂは、２．の設備財包括等の船後基準係数ｂを使う。）

	国カテ
	リテンション

係数ａ
	
	＜ご参考＞新旧比較

   Ａカテの場合。現行料率は、非常97.5％、信用90％ベース。

○１年料率  （現行船後）0.137％  
           （新ﾘﾃﾝｼｮﾝ）0.112％

○２年料率  （現行船後）0.299％
           （新ﾘﾃﾝｼｮﾝ）0.215％
○１年ﾘﾃﾝｼｮﾝ50％＋２年ﾘﾃﾝｼｮﾝ50％の場合
  （現行船後）0.137％×0.5＋0.299％×0.5＝0.218％
  （新ﾘﾃﾝｼｮﾝ）0.215％

	Ａ
	0.103
	
	

	B
	0.206
	
	

	C
	0.378
	
	

	D
	0.549
	
	

	E
	0.699
	
	

	F
	0.813
	
	

	G
	1.077
	
	

	H
	1.420
	
	


(2) ｽｹｼﾞｭｰﾙﾍﾟｲﾒﾝﾄ、ﾏｲﾙｽﾄｰﾝﾍﾟｲﾒﾝﾄ、ﾌﾟﾛｸﾞﾚｽﾍﾟｲﾒﾝﾄ案件→別添の資料４及び３－３を参照

(3) 完成納期案件

· 工程表等により確認できる船積予定日をＬＳ日として保険料を計算。船積終了後の精算は行わない（現行体系で行っているＭＳ調整は廃止する。）。

· 工程表等で船積予定日が確認できない場合は、お客様にＬＳ日を申告していただく。

(4) 支出費用特約の保険料計算→別添の資料５を参照

4． 新体系での保険設計

  保険料計算方法が変わることに伴い、保険設計も一部見直すこととする。具体的には次のとおり。

(1) 保険料表示

  現行制度では、船前・船後、非常・信用の区分ごとに付保率、保険金額、適用料率、保険料を設計しているが、新制度では、適用料率及び保険料については、非常・信用を区分しない。

＜新しい証券のイメージ＞

· 設備財包括・企業別包括・個別保険の場合

	
	保険価額
	
	付保率
	保険金額
	保険期間
	保険料率
	保険料

	船積前
	9,800,000円
	非常
	80.0％
	7,840,000円
	98日
	0.196％
	19,208円

	
	
	信用
	80.0％
	7,840,000円
	
	
	

	船積後
	10,000,000円
	非常
	97.5％
	9,750,000円
	30日
	0.149％
	14,900円

	
	
	信用
	90.0％
	9,000,000円
	
	
	


· 消費財包括の場合

	
	保険価額
	
	付保率
	保険金額
	保険期間
	保険料率
	保険料

	船積前
	5,000,000円
	非常
	30.0％
	1,500,000円
	6月
	0.020％
	1,000円

	
	
	信用
	30.0％
	1,500,000円
	
	
	

	船積後
	5,000,000円
	非常
	30.0％
	1,500,000円
	6月
	0.025％
	1,250円

	
	
	信用
	－
	－
	
	
	


(2) 枝分け

· 枝分けの仕組みは、現行制度同様残すこととするが、枝分けについてのルールを明確にし、ルール外の枝分けはシステムでガードする仕組みとする。具体的なルールは次のとおり。

· ひとつの契約で、仕向国、支払国、保証国、通貨が複数ある場合
→仕向国ごと、支払国ごと、保証国ごと、通貨ごとに枝分け

· 輸出契約書上で船積日が複数定められている場合
→船積日ごとに枝分け。（船積日が契約書上で明確になっていなければ、枝分けは不可。）

· 契約上、明確にポーション分けがなされている場合

→ポーションごとに枝分け

（※）枝上の契約金額と契約書上の金額が必ず紐付いていないとならない、というのが基本的な考え方。このため、各枝ごとに必ず契約金額が入っていないとならない（現行は、契約金額が0の枝でも作ることができる。）。当然、

· 貨物ポーションにおいて、船後の決済だけを枝分けするのは不可。（貨物ポーションは、船前と船後がひとつの枝で必ず紐付いていないとならない。）

· 役務ポーションにおいても、契約金額と決済金額が必ず紐付いていないとならない。

· 枝分けをした場合は、各枝に対応した契約条件に合わせて保険設計が可能（つまり、各枝ごとに保険期間を設定することが可能。）。ただし、各枝で設定できる保険期間は、次のとおり限定。
＜船前＞船積日をひとつだけ入れることができる。（現行と同様）
＜船後＞ｄｕｅ（ユーザンス）をひとつだけ入れることができる。（別添の資料３－１を参照）

→したがって、ｄｕｅ（ユーザンス）が複数あっても、最長ユーザンス分のｄｕｅしか入れることができない。ただし、「リテンション決済」「マイルストーン決済」「プログレス決済」については、それぞれ別ｄｕｅとして入れることができる（船積時決済を含めて３種類以上ある場合には、一般案件として決済シートを使って処理をする。）。

（例１）40％船積時（at sight）、60％貨物サイト着時（60日）

    →両方の決済とも船積リンク決済。したがって、最長の60日で船後の保険を設計。

      （ユーザンス期間として60日を入力する。）

（例２）40％船積時（at sight）、40％貨物サイト着時（60日）、20％リテンション（2年）

    →船積リンク決済部分とリテンション部分を別ｄｕｅとして設計。

（船積時決済としてユーザンス60日を入力。リテンション決済としてリテンション最終ｄｕｅを入力。）

（例３）30％船積時（at sight）、30％サイト着時（60日）、

                 20％マイルストーン、20％プログレス（対価確認後30日）

    →船積リンク決済部分、マイルストーン部分、プログレス部分を３つに分けて設計。

（船積時決済としてユーザンス60日を入力。マイルストーン決済としてマイルストーン最終ｄｕｅを入力。プログレス決済として30日を入力。）

· なお、枝分けは必ずしなくてはならない、というものではないので、船積日が複数ある場合や契約書上でポーション分けがされている場合でも、１枝で保険設計をすることを妨げるものではない。この場合は、当該枝に記載された船積日が変わらない限り、内変は不要とする。

(3) 消費財包括の保険設計

· 基本的に現行制度と同様。すなわち、

· 輸出契約上の実際のＬＳ日やｄｕｅがいつであるかに関わらず、保険契約締結日から一律１２ヶ月（案件によって、１８ヶ月、２４ヶ月、…）を保険責任期間として設計。

· 保険責任期間は、船前と船後を区別しない。

· 保険責任期間内であれば、船積日やｄｕｅがいつであってもてん補する。

· ただし、設備財等と同様、ｄｕｅ（ユーザンス）はひとつしか入れられない（４．（2）を参照。）。

→このため、「60％船積後90日、40％船積後200日」のような決済条件の場合は、

   ＜船前＞６ヶ月、＜船後＞100％を１２ヶ月

  と保険設計する必要がある。（「保険契約締結日～最終ｄｕｅ」が１２ヶ月を超える場合。１２ヶ月以内であれば、＜船前＞６ヶ月、＜船後＞６ヶ月、として保険設計すればよい。）

5． 新体系における内容変更の取扱い

(1) 内変義務の取扱い

· 設備財包括・企業別包括・個別保険

新保険料体系の導入に伴い、次の内変義務の取扱いが変更となる。

1 船積延長・短縮

· 新保険料体系は、１日きざみで保険料を算出する仕組みのため、船積日が１日でも延長又は短縮となると、保険料の追徴・返還が発生してしまう。このため、３月以内の船積日延長であれば、内変を不要とし、保険料追徴なしでてん補することとする（※）。同様に、３月以内の船積日短縮については、保険料返還をしないこととする。

（※）証券上は、輸出契約上の船積日を表示し、別途、３月以内の延長であれば内変が不要である旨を約款・手細で規定する。

2 船後ｄｕｅの延長・短縮

· 船後については、原則として、船前のようなallowance期間は設けない。したがって、決済条件をアメンドした場合には、内変が必要。

· ただし、スケジュールペイメント、マイルストーンペイメント、リテンション（※）については、最終ｄｕｅが延長とならない限り、内変は不要とする。同様に、最終ｄｕｅが短縮とならない限り、保険料は返還しない。

（※）リテンション決済については、リテンション最終ｄｕｅが延長となっても、保険料計算のきざみ期間を超えなければ、内変は不要。
3 輸出契約等で通貨の変更が予定されている場合

  契約通貨と決済通貨が異なり決済レートがｄｕｅ直前に決まるような契約、円約款クローズ付き契約など、輸出契約等で通貨の変更が予定されている場合には、特別な保険設計をすることで（別途特約を締結）、変更後の内変を不要とする（内変通知があっても保険契約の変更は行わない。）スキームにする。

（→詳細は、別添の資料６の５．を参照。）

· 消費財包括

現行制度と考え方は同じ。すなわち、

· 船積日やユーザンスを延長しても、内変は不要。延長後の最終ｄｕｅが当初保険期間内にある限り、てん補対象となる。

· 延長後の最終ｄｕｅが当初保険期間をオーバーしてしまう場合には、被保険者の任意で、保険期間を６ヶ月ごとに延長する。この場合、実際の船前期間（保険契約締結日～ＬＳ日）と船後期間（ユーザンス期間）のどちらか長いほうに合わせて、船前保険料か船後保険料を追徴する。

(2) 内容変更時の保険料計算方法

→別添の資料６を参照

Ⅲ  貿一中長期の新保険料体系

  貿一中長期については、既にガイプリ方式が導入されているので、保険料計算式や保険料計算期間の取り方など、基本的に現行体系と変わらない（※）。また、確定精算（ＭＳ精算）の制度についても、内変のみなし承認制度も含めて、現行制度と変わらない。

  貿一中長期で変更となるのは、次の３点。

· サプクレの保険料計算方法及び保険料徴収方法

· Ｎｏｎ－ＬＧ信用案件の保険料計算方法

· 個別保険の保険料計算方法

（※）短期の新体系の計算式とは異なり、係数ｃ、ｄが入る点に注意。

1． サプクレの保険料計算

(1) 保険料計算方法

  現行制度同様、期間ＭＳ日を境に船前と船後を分ける点は同じ。ただし、船後キャッシュ部分（リテンション含む）の保険料計算期間は、短期の新保険料体系を反映したものになる。（最長ユーザンス期間、最長リテンション期間を使うということ。）

· 船前保険料計算期間

保険契約締結日～期間ＭＳ日

· 船後保険料計算期間

＜キャッシュ部分＞最長ユーザンス
＜リテンション部分＞期間ＭＳ日～最終リテンション決済日
＜延払部分＞期間ＭＳ日～最終ｄｕｅ
                （ＡＷＬにより半年均等ベースに引き直し。）

(2) 保険料徴収方法

· 現行制度では、保険契約締結時に予定船積日、予定決済スケジュールに基づいて算出した概算保険料の50％を徴収。全ての船積みが終了し、ｄｕｅが確定した段階で、確定保険料と当初徴収した保険料の差額を精算する仕組みとなっている。

· 新体系では、この制度を廃止。バイクレ同様、保険契約締結時に概算で100％徴収し、確定精算により、概算保険料と確定保険料の差額を精算する制度に変更する。

2． Ｎｏｎ－ＬＧ信用案件の保険料計算方法

  Ｎｏｎ－ＬＧ信用案件の信用保険料については、現行、ガイプリ方式とは異なる計算方式を採用しており、ｄｕｅごとの保険料算出が必要なばかりか、金利計算や現在価値化を行わなくてはならないなど、計算が極めて煩雑となっている。

  こうした点を考慮し、新保険料体系においては、ガイプリ方式をベースとして、バイヤーサーチャージを使って簡単に保険料が計算できる仕組みを導入。

(1) 現行体系での保険料計算方法

	保険料
  ＝ガイプリ方式による非常保険料（ベンチマークの90%相当）＋別計算した信用保険料


1 非常保険料…ガイプリ方式により算出

総合料率（ベンチマーク…BM）
    ＝（ａｘ＋ｂ）×付保率÷0.95×{（付保率－0.95）÷0.05×ｃ＋1}×ｄ…（Ａ）

→非常保険料＝貸付元本×（BM×0.9）

2 信用保険料…ガイプリ方式とは別の方法により算出

· 基準日毎（貸付予定日、建中金利利払日、貸付元本償還日、償還金利利払日等）の債権残高を算出
（※）債権残高には、建中金利残高も含める。

· 基準日毎の信用保険料を算出
各信用保険料＝債権残高×信用付保率（50～90％）×特別信用料率×計算期間÷365

· 特別信用料率…年率0.1%、0.3%、0.5%、0.7%、0.9%の５段階

· 計算期間…直前の基準日から対象基準日までの日数

· 各基準日の信用保険料をアップフロントベースに割り戻し（現在価値化）
今年度の割戻率は2.55%

· 各基準日の割戻後信用保険料の総額

（注）算出された各基準日の割戻後信用保険料の総額がベンチマーク保険料の10%を下回る場合は、ベンチマーク保険料の10%を保険料とする。

(2) 新体系での保険料計算方法

  新保険料体系では、保険料を非常と信用に区別しないこととしており、現行体系のように信用保険料を別計算して、ガイプリベースの非常保険料に足しあわせるのではなく、非常と信用合算ベースの料率（総合料率）を案件のリスクに応じて単純に割り増すことで、算出することとする。

1 具体的な計算方法

	適用料率＝ｶﾞｲﾌﾟﾘ方式による総合料率（BM）×（1＋ﾊﾞｲﾔｰｻｰﾁｬｰｼﾞ×信用付保率／95%）

 →保険料＝貸付元本×適用料率


· ガイプリ方式による総合料率

１．の（Ａ）式に同じ。

· バイヤーサーチャージ

· BMを1とした場合の割増率。案件のリスクと国カテのマトリックスに応じて予め定められた割増率をそのまま適用する。

· バイヤーサーチャージは、信用付保率95％を前提とした割増率となっている。このため、実際の信用付保率が95％より低いときは、当該付保率に応じてサーチャージを調整する。（※）バイヤーサーチャージ適用後の保険料を付保率に応じて調整するのではなく、サーチャージそのものを付保率に応じて調整する点に留意。

2 係数（別添の資料７を参照）

  現行体系の特別信用料率を新体系のバイヤーサーチャージに引き直すと次のとおり。

	
	0.1%
	0.3%
	0.5%
	0.7%
	0.9%

	Ａ
	0.62
	2.05
	3.48
	4.92
	6.35

	Ｂ
	0.26
	0.98
	1.69
	2.41
	3.13

	Ｃ
	0.08
	0.45
	0.82
	1.18
	1.55

	Ｄ
	0.01
	0.23
	0.45
	0.67
	0.90

	Ｅ
	0.00
	0.12
	0.27
	0.42
	0.57

	Ｆ
	0.00
	0.06
	0.17
	0.28
	0.39

	Ｇ
	0.00
	0.03
	0.12
	0.21
	0.29

	Ｈ
	0.00
	0.01
	0.08
	0.15
	0.22


    ＜上記係数の前提＞

· 期間…建中期間3年＋償還期間10年、半年均等賦払い

· 適用金利…8.0%

· 割戻率…2.55%

· 信用付保率…95%

3 計算例

	【例１】

  （支払国）Ｄカテ

  （金額）市中ポーションで100億円、建中金利は無視

  （期間）建中…3年、償還…10年

  （信用付保率）95%

  （信用リスク）第３段階（現行の特別信用料率0.5%の案件）


＜総合料率＞

  総合料率＝（0.392×11.5＋0.400）×0.975÷0.95
               ×{（0.975－0.95）÷0.05×0.00489＋1}×0.985＝4.974%

＜現行体系＞

· 非常保険料＝100億円×4.974%×90%＝448百万円

· 信用保険料＝277百万円（別途エクセルシートにて算出…資料８－１参照）

→保険料＝448＋277＝725百万円

＜新体系＞

保険料＝100億円×4.974%×（1＋0.45）＝721百万円

	【例２】

  （支払国）Ｇカテ

  （金額）市中ポーションで100億円、建中金利は無視

  （期間）建中…2年、償還…5年

  （信用付保率）70%

  （信用リスク）第4段階（現行の特別信用料率0.7%の案件）


＜総合料率＞

総合料率＝（0.950×6＋1.200）×0.975÷0.95
              ×{（0.975－0.95）÷0.05×0.05878＋1}×0.980＝7.144%

＜現行体系＞

· 非常保険料＝100億円×7.144%×90%＝643百万円

· 信用保険料＝164百万円（別途エクセルシートにて算出…資料８－２参照）

→保険料＝643＋164＝807百万円

＜新体系＞

保険料＝100億円×7.144%×（1＋0.21×0.7÷0.95）＝825百万円

3． 個別保険の保険料計算方法

  現行制度では、個別保険については、ガイプリ方式が導入されておらず、短期保険と同様、料率テーブル上の期間料率を使用して複雑な保険料計算を行っている。

  新体系では、個別保険にもガイプリ方式を導入し、包括保険と全く同じ方法で保険料計算を行うこととする。ただし、料率は、商品別係数を使って、基準料率（＝ＯＥＣＤのミニマムプレミアムベンチマークと同じ。）を割り増ししたものを適用する。

	＜料率算出式＞

  （ａＸ＋ｂ）×非常付保率÷0.95×{（付保率－0.95）÷0.05×ｃ＋1}×ｄ×商品別係数


Ⅳ  保険料返還にかかる制度変更

1． 90％返還制度の廃止

  保険料を返還する場合にあっては、返還すべき保険料の100％を返還することとし、現在の90％返還の制度は廃止する。

2． 返還保険料（訂正内変を除く。）の裾きり金額の引上げ

  現行制度では、返還すべき保険料が30,000円未満の場合は保険料を返還しないこととなっているが、この裾きり金額を100,000円に引き上げることとする。

3． 訂正内変時の保険料精算についての裾きり金額の設定

  現行制度では、訂正内変時の保険料精算については、裾きり金額を設定しておらず、数十円、数百円でも追徴・返還を行っているが、一定金額以下の金額については、保険料精算を行わないこととする。（1,000円～3,000円程度を予定。）

以上

	本件についてのお問い合わせ先

＜経営企画Ｇ＞山越

   ＴＥＬ：０３－３５１２－７６５４

   Ｅ－ｍａｉｌ：yamakoshi-chitose@nexi.go.jp
＜営業推進Ｇ＞丸原

   ＴＥＬ：０３－３５１２－７６６５

   Ｅ－ｍａｉｌ：maruhara-atsushi@nexi.go.jp
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